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等）、通信（交通、電話加入台数等）などのデータ  

を説明変数として、変数減少法による亜回帰分析を  

行った。   

3．1分析   

1．はじめに   

地域社会における情報化は、科学技術の振興や経  

済の発展基盤の確保のための重要な柱となっている。  

そして、地域の情報化の推進のためにほ、地域の総  

合的な運営主体である地方自治体の果たすべき役割  

ほ非常に重要なものがある。ところで、情報化は経  
済、社会、文化等の発展の基盤となるだけではなく、  

逆にそれらの構造に基づいて推進されてきたという  

見方ができる。たとえば、情報化の発展状況のばら  
つきは、その地域ごとの特性と密接なっながりを持  
っていると考えられる。   

そこで、本研究は、地方自治体への情報通信シス  
テムの普及が経済。社会。文化的要因とどのような  

関連をもっているかを統計的手法により分析し、そ  

れに基づいて情報通信システムの需要構造をモデル  

化する事によって、今後の情報通信技術の普及。発  
展の計画立案に基礎的情報を与える事を目的とした。   

2．分析方法と対象デニタ   
地域別の比較の単位として、本研究でほ都道府県  
単位のデータを用いた。   

地方自治体の情報化を表す指標としては、様々な  
検討の結果、各都道府県における ①電算機設置台  
数、②電算関係経費、③関係職員一人あたりの経費、  
⑥設置されている電算機一台あたりの経費、⑤電算  
関係職員の増加率、⑥電算処理業務の状況、⑦オン  
ライン化の状況、⑧データベースの実施状況、⑨全  
予算に占める関係経費の割合、⑩県の全職員に占め  
る電算関係職員の割合、を取り上げた。   
また、その要因を調べるためには、これらを目的  
変数とし、地域特性を表す人口（総人口、人口密度、  
産業別人口等）、経済（県民所得、国税、地方税等）、  
産業（工業統計、商業統計等）、文化（文化施設数  

分析に際しては、東京都が首都機能を併せ持つた  
めに突出した値を示す変数（指標）が存在するので、  
これを取り込むために分野などを考慮し、そういっ  

た変数の対数をとって、分析に用いることにした。   

また当初、情報化の指標の一つとして電算関係の  
職員数を取り上げていたが、時系列的推移を見てみ  
ると、最近の傾向として全国合計ではその数がほぼ  

一定数にとどまっており、そのまま用いるのは不適  
当と考えて、ここ5年間の職員の増加率を代わりI弓  
取り上げることにした。その他の指標については、  

どの年代においてもモデル式は大差はなかった。   

表1は各指標と分析の結果、関連が経いと思われた  

要因をまとめたものである。地方自治体への情報通  
信システム普及に関して、地域の経済。産業との密  

接なっながりがあることが判った。また利用技術の  

高度化は都市の集積度と関連が深いと推定された。   
しかし、まだ説明できない要素もあり、これほ地  
方自治体特有のトップダウン方式による政策的な要  

素の影響が強いということが推測される。例えば、  
地域別の職員の推移に関して、大阪。兵庫など近畿  
の府県が大きな増加率を示しているのが説明しきれ  

ていない。   

亭．2 将来予測の試行   
また将来予測の試行として、90年の分析結果に基  
づく東回帰モデルを用いて、現在の状況を予測する  
事を試みてみた。表2に結果のいくつかの例を示す。  

袋2 90年モデルの94年皮への当てはまり  褒1各指愚と脱明変数の関係  

①電汚職軍人皮 0．914   

③電田関係饉田   0．711   

⑧関係職員の割合  0．521   
⑳関係澄田の駅舎  0．T48  電口化の指億  琶相関係数  ．  

目的変数   主な＋宗田   主な一要因   

①切符擬没屈台数   工均歎、電力債用鼠佗ロ）   

⑳Q算関係瑳費  県民所得闇削  
③Q周一人あたりの鍾頁  県民所得（建削  

⑥節算敏一台あたりの饉虫  県民所得臓釦  電持城野入皮（仰削   

（診q打開係職員の増加率  職員数（何秒、県民所得  
（臥巧打処理業務の状況  電力債用良（文化）  

（》オンライン化の状況   平均路線化（土地）   

⑧データベースの実施状況   ・国税髄田）   

㊥関係隆史の劉合   一人当たり県民所得（建釦   土地評価領（土尉  

⑳関係唾風の割合   電訂処理率（何周）   電話加入台数（人口）   
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表3 道府県ごとの情報化の総合指標  

都道府県．単純平均 加重平均  
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政治的な影響が大きいと思われるものでは必ずし  

も一致した結果が得られなかったが、●総じて大まか  

な傾向と特徴は表せており、これらのモデルが将来  

予測に用い得るものであることが分かった。   

3．3 グループ分け   

さらに都道府県のグループ分けを試みてみた。都  
道府県を地域特性を説明変数として主成分分析を用  

いて、経済・産業・文化の傾向のグループ分けしゎ  

ものと、情報化の指標を用いて同様のグループ分け  
を行ったものとを比較してみた。情報化に関する指  
標に対する主成分分析の結果、第1因子は職員一人■  
あたりの経費、コンピューター台あたりの経費、職  

員増加率が負の因子を示した。したがって、増加率  

などめ点を考えると単純に量的な動きと割り切るこ  

とはできなく、情報通信システム導入の総合的な動  

きの度合いとも考えることが出来る。また、第2因  
子はオンライン処理率、データベー ス数、業務の電  
算処理率、全職員に占める電算職員の割合が負の因  
子となっている。したがって情報化がどのような分  

野まで進んでいるかを示していると考えられる（情  

報化のレベル）。図1ほ因子得点に基づきプロットし  

たものである。   

4．総合的な評価   

モデル化の一環として、地方公共団体の電算化状  
況を示すいくつかの指標を合成して、情報通信シス  
テムの普及状況の総合的な評価を試みた。まず単純  
な線形合成を行ったところ、都道府県単位の情報化  
の特徴が表れてくることが分かった。しかし、指標  
によって量的な要素でほなく効率性や質的なものを  

表してものが存在する為、単純平均ではそういった  

特徴を掴みにくい。そこで、情報化を表す指標とし・  
て設置台脚助辞／脚況／オンライン状  
況／データベ「ス／1人あたり経費／1台あたり経酢劇  

合の10指標を用いて主成分分析を行った結果、先に述  
べたとおり、第1因子は情報通信システム導入の総  
合的な動きの度合いと推定できるので、この第1因  
子の因子負荷による加重平均を算出して情報化の総  

合指標として用いてみた。   

結果として関東、東海等大都市圏が上位を占める  

近■  

図2 捨合指標の地方別比較   

事になったが、経済や人口といった項目と比べると、  

その上位の県がそのまま情報化の総合指標でも上位  

となっているわけではないという辛がわかる。また、  

国民生活指標などとも違った傾向を示し、情報化と  

いう新しい概念に基づく指標の存在が確認できた。   

さらに全体的な傾向を把握するために、各指標お  

よび総合指標を用いて、地方別および大都市圏と地  

方圏別の比較を行ってみた（図2）。   

5．今後の課題   

地域特性のデータだけでなく政治的な影響が大き  

いと思われるものではモデルなど必ずしも精度の高  

い結果が得られた訳ではなく、より厳密な予測・評  

価等を行うには、政治的要因をモデルに取り入れる  

など、さらなる試行が求められる。   
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